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はじめに 

本市では、平成 26年に日本創成会議において「消滅可能性都市」と公表されてから、他

市町村に先駆け、いち早く稲敷市まち・ひと・しごと創生総合戦略「いなしきに住みたく

なっちゃう♡プラン」先行取組版を策定し、全庁体制で様々な取組を推進してまいりました。

しかしながら、全国的な人口減少・少子高齢化の流れとともに、令和２年からの新型コロ

ナウイルス感染症の世界的な拡大により、本市においても、人口減少や少子高齢化に歯止

めがかからず、その進展が加速しています。 

 そして、令和３年４月１日、本市の旧桜川村が過疎地域として指定され、翌令和４年４

月１日には、市全域が過疎地域に指定されました。 

 

 このような状況の中で、市民の方々の幸福感や満足度の高い生活を創出・維持していく

ためには、市民目線に重点を置いた対策を講じることが不可欠であると考え、多くの市民

の方々にワークショップへ参画いただきました。そこでの議論等を踏まえながら、さらに

専門家にも参画いただく庁内委員会を設置し、“これまでのまちづくりの抜本的な見直し”

を掲げて策定したものが「稲敷市持続可能な地域づくりプラン」です。 

 

 ワークショップに参加した方々はボランティアにもかかわらず、毎回予定時間をオーバ

ーするほど熱心な話し合いが展開され、ワークショップ以外でも自主的な視察や話し合い

の場を設けるなどの活動が生まれました。 

 これらの活動は、計画策定後にも継続する意向であること、さらにその一部の方々にお

いては、“まちづくり会社”の立ち上げの準備を進められていることなど、今後の稲敷の在

り方、地域の持続可能性について、自分事として考え、話し合っていただけたことは、新

しいステージの稲敷のまちづくりの到来を強く感じています。 

 

 このような動きに、庁内委員会の委員長である筑波大学の大澤教授からは、“他の自治体

での市民参画の計画策定においても珍しく素晴らしいこと”とコメントをいただくなど、

改めて市民の方々のパワーに驚くとともに、持続可能な地域づくりのパートナーとして、

まさに『稲敷＝ツナガル＝まちづくり』を期待せずにはいられない春を迎えております。 

 最後に、本計画の策定にあたりまして、ご尽力いただきました大澤委員長並びに委員の

皆様をはじめ、ご協力いただいた皆様方に心より感謝申し上げます。 

 

 

令和５年３月 

 

稲敷市長 筧 信太郎 
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第１編 持続可能な地域づくりプランの概要 

 

１．持続可能な地域づくりプランの位置づけ 

本計画は、市全域の過疎地域指定を契機として、“これまでのまちづくりを抜本的に見直す”を旗印

に、市民の方々や地域おこし協力隊による旧町村単位（江戸崎、新利根、桜川、東）の部会で構成され

た「いなしきを未来につなぐ地域づくりワークショップ（ワークショップ）」と、有識者や市民代表、市

の執行部などで構成された「持続可能な地域づくりプラン策定委員会（策定委員会）」の両輪により策定

されたものです。 

市民目線や市民感覚を大切に策定された本計画の成果は、今後策定予定の総合計画、総合戦略、地域

ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）に反映するとともに、令和４年９月には既に策定済みの

「稲敷市過疎地域持続的発展計画（令和３年度～令和７年度）」の見直しが必要であることから、その段

階でのワークショップや策定委員会で議論された要素をできるだけ反映させ見直しすることとします。 

 

▼持続可能な地域づくりプランの位置づけ 

 

 

             ⇔                     ⇔ 

 

 

             ⇔                     ⇔ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

持続可能な地域づくりプラン策定委員会 

❶全庁・全市的な協議 

❷中長期的な戦略の検討 

❸重点プロジェクトによる重点投資 

   ❹積極的な情報発信による共有化 

❺市民協働による推進体制の協議 

江戸崎部会による 

課題・要望の把握 

新利根部会による 

課題・要望の把握 

桜川部会による 

課題・要望の把握 

東部会による 

課題・要望の把握 

まちづくりの抜本的な見直し（持続可能な地域づくりプラン） 

過疎計画の変更 

（R４.９月議会提出） 

総合計画への反映 

（R５末までの策定） 

総合戦略への反映 

（R５末までの策定） 

地域ＤＸへの反映 

（スマートシティ等） 



2 

２．持続可能な地域づくりプラン策定の進め方 

持続可能な地域づくりプランは、「いなしきを未来につなぐ地域づくりワークショップ」と「持続可能

な地域づくりプラン策定委員会」により、以下に示すフローに基づいて、策定作業を行いました。 

 

▼持続可能な地域づくりプラン策定のフロー 

 
 

 
 持続可能な地域づくりプラン策定委員会  

いなしきを未来につなぐ 
地域づくりワークショップ 

         

第
１
回
（
５
月
16
日
） 

 ◆現状分析 

①人口 

②産業 

③観光・交流 

④土地利用 

⑤公共施設 

⑥法的規制 

⑦その他 

 ◆上位・関連計画 

①総合計画 

②人口ビジョン・総
合戦略 

③都市計画マスタ
ープラン 

④総合管理等計画  

⑤その他 

 
 
◆市民ニーズ等 

①市民意識調査
結果 

②転出・転入等
窓口アンケー
ト調査結果 

③その他 

 

◆第１回（５月２日） 

①身近な環境のこれから
の変化について 

②地域に住み続けるため
に必要な視点について 

 

  

 ◆第２回（６月 10日） 

①地域資源について 

②地域の拠点について 

 

       

  ◆基本方針等の策定 

 
 
 
 
 
 

 

  

第
２
回
（
７
月
15
日
） 

 
 
◆第３回（７月４日） 

①地域が目指す方向性に
ついて 

②地域の将来像について 

   
 ◆施策（対策メニュー）の検討 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

 
◆第４回（９月 22日） 

①自分たち（市民）で取り
組めそうなこと・取り組
みたいことについて 第

３
回
（
12
月
14
日
） 

 
 
 

   

 
◆今後の進め方・進捗管理 

 

  

   ◆第５回（11月 25日） 

①プラン案の取りまとめ 

 

 

◆その他  

 

  

①基本的な考え方 

②基本方針の策定 

③基本目標の設定 

<分野例> 

①移住・定住 ②産業の振興 

③地域における情報化 ④交通施設・交通手段 

⑤生活環境の整備 ⑥子育て・高齢者等の福祉 

⑦医療の確保 ⑧教育の振興 

⑨集落の整備 ⑩地域文化の振興 

⑪再生可能エネルギー ⑫その他 
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第２編 ワークショップによる４つの地域づくりの方向性 

 

１．江戸崎部会におけるワークショップの結果 

地域の現況・課題等 

❶人口減少、少子高齢化に伴い家族のあり方が変化したこと、若年層が転出してしまい戻って来

ないこと等により、商店街をはじめ衰退している。 

❷新型コロナの影響により、商店街エリアのイベント等は規模が縮小していたが、えどさき笑遊

館やかぼちゃ公園などにおいて、有志を中心として徐々に開催されるようになってきた。 

❸大きな病院はないが、江戸崎には昔から町医者等をはじめ小規模な病院が多く点在し、コンパ

クトな街としての住みやすさがある。 

❹バスが少ないと言われながらも、稲敷市の交通の結節点として「江戸崎駅」があり、各方面へ

の路線バスが一定レベル運航している。 

❺稲敷インターチェンジ（ＩＣ）や江戸崎パーキングエリア（ＰＡ）があり、工夫次第で稲敷の

玄関口になり得る。 

❻かつて水運に恵まれた商店街エリアでは、近江商人の繁栄などにより独自の文化が育まれてき

たため、地域に根付いた祇園祭があるほか、寺社や蔵造の商店など古い街並みが残っている。 

❼祇園祭の参加者の減少や、商店街エリアとそれ以外のエリアの住民同士の繋がりが弱いこと、

周辺地域からの参画のしづらさなどが課題である。 

 

地域の土地利用・資源の分布状況 

❶商店街エリアは、小野川の河岸（かし）のまちとして栄えた歴史的背景から、多くの寺社等が

分布する。 

❷都市計画法のいわゆる線引き（市街化区域・市街化調整区域）が導入されており、商店街エリ

アを中心に市街化区域が設定され、開発などが規制されている。 

❸市街地は、商店街エリアからショッピングセンターパンプが立地するバイパス側に移ってきて

いる。近年ではさらに、稲敷ＩＣや市役所周辺のポテンシャルが高まっている。 

❹稲敷東ＩＣ周辺には農業生産法人が立地し、新たな面的開発が進んでいる。稲敷ＩＣや江戸崎ＰＡ

周辺においても、そのポテンシャルは高いのではないか。 

 

地域の在り方・方向性  地域の取組案 

❶「江戸崎＝稲敷の中心」ではなく、   

自分たちの住みやすいまちが一番。 

❷土浦市やつくば市に近い立地 

❸つながりのある人が戻ってくるまち 

❹コミュニティ形成の場としての故郷 

❺圏央道及びＩＣ・ＰＡの有効活用 

 

 

❶商店街の継続・維持 

❷起業や副業がしやすい環境（本業をやりなが

ら働く、農閑期の仕事など） 

❸祇園祭などの地域文化の維持・継承 

❹参加しやすいコミュニティの形成（ママワ

ークスなど） 

❺圏央道を生かした東京方面へのアクセス向

上・ＩＣ・ＰＡ周辺の面的開発 
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江戸崎地区の地域づくり案 

○江戸崎地区は、商店街を中心に古くから仕事や交流を育む文化があり、地域に根差した既存の

コミュニティを醸成しながら、周辺地域との連携を図りながら、新しい働き方や暮らし方を通

じた新たなコミュニティづくりを目指します。 

○圏央道を生かした広域交通網をはじめ、土浦市やつくば市へ近い立地等に鑑み、市街地として

のポテンシャルが高まっている稲敷ＩＣや市役所周辺において、利便性の高い新市街地の形成

を目指します。 
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２．新利根部会におけるワークショップの結果 

地域の現況・課題等 

❶新利根地区及び江戸崎地区は市街化調整区域が多いため、若い世代が家を建てられず、結果と

して市外への転出につながっている。 

❷角崎エリア等に生活利便施設が集約しているため、現在利活用がされていない新利根庁舎跡地

周辺に住宅建設（集合住宅）などが可能ではないか。 

❸子育て世代にはスクールバス代が高く、高齢者には交通の便が悪い。外出には自家用車が必須

であり不便を感じるが、デジタル化（自動運転やリモート通信など）の進展により、今後は改

善できる可能性がある。 

❹小学校跡地や新利根庁舎跡地などを有効利用し、人を呼び込めるような施設になればいい。ま

た、地区の集会施設もあまり使われておらず、管理費が無駄になっている。 

❺新利根公民館や共同利用施設は、鍵の管理などを改善して有効に活用する方法を考えてはどう

か。 

❻堂前自然公園（カエルの楽園）があるものの、水車が壊れているなど老朽化が進んでいる。 

❼地域ごとの祭りがなくなり、世代を問わずみんなで楽しめる機会がなくなってしまった。交流

があると地域に残るという意識、残っていたいという想いが生まれる。 

 

地域の土地利用・資源や拠点の状況 

❶都市計画法のいわゆる線引き（市街化区域・市街化調整区域）が導入されており、柴崎から新

利根庁舎跡地周辺が市街化区域となっているため、商業施設が建ち並ぶ角崎エリアを含め、こ

れらのエリアを中心にコンパクトな土地利用が図られている。 

❷市街化区域内の新利根庁舎跡地や給食センター跡地、小学校跡地などの有効な活用がなされて

いない。 

❸車を運転しない人でも、例えば自転車などで各集落から拠点エリアに行きやすいよう、国道や

県道以外の裏道等を上手く活用できれば利便性が高まるのではないか。 

❹逢善寺や平井家住宅など神社や寺、歴史的建築物があるが、「ただあるだけ」の状態になってい

る。観光や教育、地域交流の場としての活用を検討してはどうか。 

 

地域の在り方・方向性  地域の取組案 

❶人が集まる楽しいまちをつくる。 

❷多世代交流、食、イベント 

❸自転車を活用する（健康づくり）。 

❹龍ケ崎・成田方面の休憩の場 

 

 

❶公共施設を中心とした拠点形成（角崎エリア

や新利根庁舎跡地など） 

❷拠点で人が楽しむ仕掛け（イベント等） 

❸拠点での世代を超えた多様な連携による福祉

の向上（高齢者×健康×学校×食育×地域） 

❹拠点への交通ネットワークの形成（自転車・

通学バスの利用など） 

❺拠点の魅力向上（美と健康のまち） 
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新利根地区の地域づくり案 

○新利根地区は、既存の新利根公民館や運動公園が立地する集積エリアを生かし、新利根庁舎跡

地の利活用を図りながら、生活を支えるコンパクトな拠点形成と、既存の商業集積との連携を

確保することにより、高齢者をはじめ、若い世代、移住・定住者が住みやすさを実感できる地

域を目指します。 

○コミュニティの希薄化の傾向が強いことから、面的な環境整備と併せて、角崎地区や新利根庁

舎跡地周辺の拠点エリアに周辺地域の方々が集い、多様な交流ができるようなコミュニティの

創出を目指します。 
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３．桜川部会におけるワークショップの結果 

地域の現況・課題等 

❶仕事も生活も必要だが、娯楽もないと住み続けることはできない。 

❷霞ケ浦沿岸は田園景観や田舎の風景（原風景）などが残されている。このような景観を守ると

ともに、ＳＮＳを使って絶景ポイントや季節の移ろいを発信してはどうか。 

❸霞ケ浦沿岸では、和田公園でのキャンプやサイクリングが有名で観光交流という方向性が考え

られる。地元の方にもサイクリングの魅力をもっと伝えて、来訪者とより楽しみを共有できる

ような環境づくりを推し進めていくことが必要。 

❹桜川地区の浮島はレンコン生産が盛んなので、それを世界に羽ばたかせるアピールや、若者の

就農に繋がるアピールがうまくできたらいい。 

❺ゴルフ場が多く立地しており、首都圏から多くの来訪者があるものの、周辺施設との連携がな

されておらず、市内を素通りされている。 

❻大企業が立地しているが、地域や市との連携が図られていないように感じるため、今後の取組

が期待される。 

❼コロナ禍においてＷＥＢを活用した働き方が浸透してきたため、自然豊かでアクティビティも

楽しめる環境を生かし、場所の制約を受けない新しい就業環境づくりは有効ではないか。 

❽身近でも高齢者の独居や空き家が顕在化し、次の世代を考えるとより深刻な問題になる。孤独

死の増加も懸念され、地域コミュニティの活発化が必要。 

 

地域の土地利用・資源の分布状況 

❶霞ケ浦、和田公園、妙岐ノ鼻など魅力的なスポットがあり、つくば霞ヶ浦りんりんロードでの

サイクリングやバス釣り、キャンプ、バードウォッチングなどが体験できる。また、大杉神社

には多くの参拝者が訪れる。 

❷古渡、浮島、阿波の地域特色が濃く残っており、それぞれに個性がある。活用されていない小

学校跡地もあり、地域の方々が集まる場所や交流施設、アートの拠点などとしての活用を検討

してはどうか。 

❸桜川公民館では、地域の方々が参画した公民館活動が盛んになっており、地区の中心的な役割

を担いつつある。 

 

地域の在り方・方向性  地域の取組案 

❶霞ケ浦等を訪れる観光客を取り込んだ

持続的な地域づくり 

 ・地域との交流機会づくり 

 ・地域づくり（維持）への参加 

 ・新たなツーリズム（遊びが労働力） 

 

 

❶観光交流の拡大を目指した交通インフラの保

持（東京⇔神崎⇔大杉神社⇔桜川公民館な

ど） 

❷地縁・人材を生かした交流・ツーリズムの創

出（人材や資源を紹介する「ヒューマンライ

ブラリー」など） 

❸霞ケ浦を活用するプラスワンの取組 
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桜川地区の地域づくり案 

○桜川地区は、霞ケ浦の長い水際線を有し、風光明媚な景観をはじめ、和田公園や妙岐ノ鼻、

サイクリングやゴルフなどを生かし、市の観光・交流を担う地域として、新たな視点での観

光・交流を創出し、これらを通じて、地域の活力維持を目指します。 

○個性が色濃く残る地域（古渡、浮島、阿波）であることを尊重しながら、近年では、桜川公

民館を中心とした活動が活発化しているなど、桜川地区としてのコミュニティが醸成され始

めていることに鑑み、これらのコミュニティを生かした風土に根差した暮らし方を提供する

地域を目指します。 
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４．東部会におけるワークショップの結果 

地域の現況・課題等 

❶車に依存する地域であり、高齢者の生活は今後難しくなる。また、正規雇用で求人している職

種があまりなく、農業については米農家が多いがこれといった産業がないことが問題。何か行

動しなければ、10年後には産業がほとんどない地域になってしまう。 

❷住民がＮＰＯやＮＧＯなどを立ち上げ、市が一緒に何かをしようという形になっていけば、仕

事や産業などのアイデアも膨らんでいく。とにかく何かを自分達で起こすという方向に持って

いくことが、地域が潤うことにつながる。 

❸小児科・産婦人科がなく、介護系のバスは充実しているが今後どうなるか懸念される。オンラ

イン診療が可能となり、移動しなくてもいいのなら何とかなるかもしれない。 

❹インフラの維持は、市に依存するだけでなく、自分達でできるような簡易な補修は自分達でで

きるように、行政側がバックアップをして流れを変えていく必要がある。 

❺地域に住み続けるためには、最新技術をどんどん入れること。インフラも自分達で解決しやす

くしていく、そのように促すという方向にもっていかなければならない。 

❻米を作っているところに違う作物を作ってみることはできないか。農地を維持しながら、例え

ばトウモロコシや大豆など、今後輸入しづらくなるような穀物にチャレンジするような誘導が

できたら産業が変わる。 

 

地域の土地利用・資源の分布状況 

❶新利根川沿いの桜づつみは、お花見をしたいが公衆トイレがない。ライトアップすると人が集

まる場所になる可能性がある。 

❷霞ケ浦を中心としたサイクリングだけでなく、新利根川沿いの桜づつみを生かした周遊コース

など、稲敷市のサイクリングの更なる交流拡大が図れるのではないか。 

❸霞ケ浦や新利根川には、淡水パール、釣り船、カヌーなど、水辺ならではの資源がある。水辺

の整備や学びの資源として活用できないか。 

❹水辺空間や農地など、四季折々の風景を生かし、フォトコンテストなどを開催して地域の魅力

を発信できないか。 

 

地域の在り方・方向性  地域の取組案 

❶農地を活用するためには外部（企業

等）との連携が不可欠である。 

❷桜づつみを生かした交流と魅力を創出

（子ども達の記憶に残る取組にした

い）。 

 

 

❶桜づつみの活用をきっかけとした交流の場づ

くり（桜づつみ整備の拡大、桜の木のオーナ

ー制、桜守会） 

❷農地の新たな利活用などのハードルを下げる

（規制緩和など） 

❸あずま生涯学習センターの活用 
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東地区の地域づくり案 

○東地区は、本市の中でも農地が多く分布する地域であることから、農業との共生を図りなが

ら、地域における魅力ある暮らしや交流促進に向けた環境づくりを進めるとともに、早急的

には、新利根川桜づつみ等の資源を活用した、地域のアイデンティティづくり、シビックプ

ライドの醸成を目指します。 

○これまでいくつもの干拓事業を経て形成された広大な水田を有する地域である一方で、新た

な農業をはじめ、様々なチャレンジが求められることから、行政だけでなく、住民等も主体

的に地域づくりに参画することなど、行政と連携しながらも、自らの起業が展開できる地域

を目指します。 
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５．ワークショップから得られた新たな視点 

ワークショップでは、全 5回にわたり意見を交わし、部会によっては、ワークショップ以外の場で

のミーティングなども行われました。これまで見過ごしてきた新たな視点をはじめ、提案やアイデア

が議論されました。 

ここでは、前述のワークショップメンバーによる地域づくり案を踏まえた新たな視点を整理し、プ

ラン策定の材料とします。 

 

▼ワークショップから得られた新たな視点 

■地域を担う人材の不足が顕著になっていること 

   地域づくりにおいて、市民と行政の協働が不可欠となっていますが、人口減少や少子高齢

化によるコミュニティの停滞は、地域レベルで一層顕著となり、地域活動を行う上での大き

な制約となっていることを理解する必要があります。 

■江戸崎市街地の役割が変化していること 

   江戸崎市街地は、古くから公共交通の拠点であるとともに、商店街も形成され、地域の中

心としての機能を担ってきました。しかしながら、生活様式の変化に伴い、日常生活におけ

るこれらの役割が変化しており、コミュニティバスの拠点とはなっているものの、地域の拠

点としての役割について再考するとともに、本市の都市構造のあり方についても検討が必要

です。 

■観光交流による地域振興については、まず、地域の理解が不可欠であること 

   観光交流分野の取組は、地方創生において重要な施策分野となっていますが、地域に暮ら

す市民の全てが、「地域資源＝観光資源」としてとらえ、それらを生かした観光振興を望んで

いるわけではないことを認識する必要があります。観光交流においては、地域の人々が主役

になりますが、観光来訪者の受け入れや満足度の向上には、地域のホスピタリティ（おもて

なし）が不可欠であり、地域の理解がない状況での観光振興は難しいと考えられます。 

■地域課題に対し、できること必要なことを見出すこと 

   ワークショップにおいて、多くの地域資源や課題が挙げられました。しかしながら、将来

の地域を担う人材の不足も指摘され、市民による活動は限界があると考えられます。このよ

うな中で、地域を次世代に継承するため、地域でできることや必要なことを明確にするとと

もに、それを実践する人材については、地域（旧町村）を超えた連携や、行政や企業との連

携のあり方を構築する必要があります。 

■ワークショップを通じて、「地域を考え地域づくりに取り組む活動」が芽生えたこと 

   ワークショップを通じて、参加者同士の連携が図られ、地域を考え地域づくりに取り組む

活動が芽生えつつあります。このような将来の地域づくりの担い手を育むため、行政や企業

が必要な支援を行うとともに、相互に連携していく必要があります。 
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ワークショップでの議論の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



13 

第３編 持続可能な地域づくりプランの策定 

 

１．基本的な考え方 

持続可能な地域づくりプランの策定に当たり、以下に示す基本的な考え方を踏まえることとします。 

 

▼策定にあたっての基本的な考え方 

❶広域から日常生活までの異なるスケールのまちづくりを考える 

   まちづくりの抜本的な見直しを行うため、東京やそれに接続する周辺都市部をはじめ、市

内４地域、さらにその中の日常生活エリアなど、異なるスケールごとのまちづくり、地域づ

くりのあり方を明確にします。 

  ⇒広域・骨格レベルのまちづくり（東京・周辺都市部との接続、地域間ネットワーク） 

  ⇒地域・生活レベルのまちづくり（個性ある地域づくり、生活の利便性、潤いある生活圏） 

 

❷複数の機能を集約した拠点を明らかにする 

   人口減少や高齢化が進む中で、生活に必要な機能の集積を図るため、複合的な機能を有す

る拠点を形成します。なお、拠点づくりには公有地の利活用も視野に進めていきます。 

  ⇒暮らしの拠点（行政サービス、日常的な買物、医療・福祉） 

  ⇒賑わいの拠点（娯楽、観光・交流、産業） 

  ⇒交通の拠点（路線バス、コミュニティバス、待合） 

 

❸市民や企業の参画を促進し地域資源を活用する 

   地域の暮らしや産業、自然環境等に注目し、市民や企業の参画により、個性ある資源を活

用した地域づくりを図ります。 

  ⇒地域の暮らし方や産業に注目する 

  ⇒市民や企業の参画を促進する 

  ⇒地域の魅力を発信する 

 

❹地域特性に合ったコミュニティを再生する 

   地域で暮らし続けられる環境を維持するため、地域のライフスタイルなど、地域の特性に

フィットしたコミュニティの再生を図ります。 

  ⇒地域で暮らせる環境をつくる 

  ⇒世代間のつながりをつくる 

  ⇒移住・定住者とのつながりをつくる 

 

❺社会の変化に対応する 

   近年急速に進むデジタル技術を積極的に取り入れるとともに、環境共生や持続可能な発

展といった社会的要請に対応できる地域づくりに取り組みます。 

  ⇒デジタル技術を活用して利便性を向上させる 

  ⇒環境共生や持続可能性に配慮する 
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２．基本方針 

持続可能な地域づくりプランの基本方針は以下のとおりとします。これはワークショップ等での

様々な協議を通じて導かれたものとなります。 

 

▼ワークショップ等の協議を踏まえた基本方針 

稲敷=ツナガル=まちづくり 
＝魅力的で元気あふれる私たちの“ふるさと”稲敷の再生＝ 

少子高齢化や人口減少が著しい稲敷市。ガンバってまちづくりに取り組んでいるけど、 

もう一つ、もう少し、諦めずに工夫や情熱を加えるアイデア・要素が必要では… 

そのためには、市民・企業・行政、ヒトだけでなく、モノやサービス、システムや情報など、 

いろいろな“ツナガル”で、未来へ“ツナガル”まちづくりが実現できるはず・・・ 

 

 

 

公共交通が脆弱で居住地が分散する稲敷では、人口減少や高齢化の中でも不便なく日常生活が送れ

る環境を創出することが大切です。そのため、必要な機能をコンパクトに集積した拠点を形成するとともに、地

域内や地域間の公共交通によるネットワーク化で、ツナガルまちづくりを実現します。 

キーワード：利便性、住環境、安全・安心、交通ネットワークなど 

 

 

 

 

地域の経済活動を確保し、稲敷に住み働く環境を維持するとともに、新たな地域の活力を生み出し続ける

ことが大切です。様々な人や情報等の交流を促進し、新しい働き方や暮らし方に対応した産業や働き方の萌

芽を育てることで、ツナガルまちづくりを実現します。 

キーワード：産業維持、民間企業との連携、交流・環境等の新たな分野の拡大など 

 

 

 

 

身近な趣味やスポーツ、さらには地域の歴史文化や自然環境等の地域資源を通じ、地域活動や地域資

源に触れる機会を創出するとともに、地域交流や世代間交流を通じて、全ての世代が地域に親しむ意識を

醸成するための仲間づくりを促進することで、ツナガルまちづくりを実現します。 

キーワード：文化継承・地域活動、地域資源の発掘・アイデンティティの醸成など 

 

 

日々の暮らしの中で日常生活が送れる＝“拠点・ネットワークづくり”でツナガルまちづくり＝ 

自分らしく暮らす・稲敷らしい産業を萌芽する＝“新たな活力づくり”でツナガルまちづくり＝ 

地域との絆から地域を好きになる＝“地域の仲間づくり”でツナガルまちづくり＝ 
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３．まちづくりレベルによるイメージ・スタンスの明確化 

ワークショップにおいては、周辺地域を含む市全体を俯瞰で見た「広域・骨格レベル」や、旧４町

村にあたる４つの地域、自分たちの日常生活圏といった「地域・生活レベル」など、様々な目線での

意見やアイデア等が提案されています。ここでは、地域づくりプランの具現化を図る上で、２つのま

ちづくりレベルのイメージやポイントを明確にします。 

 

(1)広域・骨格レベルのまちづくりの明確化 

ワークショップでは、市周辺で繋がっていたい都市部や、さらにその先にある東京方面との関係性

をベースにした意識等が見受けられます。 

また、江戸崎、新利根、東においては、既存の商業集積があり、これらの多くが生活拠点であると

ともに、交通の拠点となりうるものと考えます。一方、桜川地区においては、既存の商業集積はない

ものの、霞ケ浦に面しているため、市の観光・交流のポテンシャルを有するとともに、近年、活動が

活発化している桜川公民館の周辺が交通の拠点としても機能しており、地域の中心となっています。 

これらを踏まえ、広域・骨格レベルのまちづくりイメージは、東京方面を見据えながら、稲敷市の

最奥部に霞ケ浦が鎮座し、その霞ケ浦等を生かした観光・交流のフィールドとして桜川地区が立地し、

東京方面と霞ケ浦の２点を江戸崎、新利根、東の３地区それぞれの拠点を通して繋げた以下の通りと

します。 

 

▼広域・骨格レベルのまちづくりイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京方面 

佐原 

龍ケ崎 

江戸崎地区 

桜川地区 

東地区 

新利根地区 

西代 幸田 
商店街～庁舎周辺 

公民館周辺 

成 田 
土浦 
牛久 
つくば 

神崎 角崎・庁舎跡地 

江戸崎 PA 

稲敷 IC 

稲敷東 IC 

新利根川 

圏央道 

霞ケ浦 



16 

観光等を通じた交流 

(2)地域・生活レベルのまちづくりの明確化 

ワークショップにおける地域や日常生活の議論を踏まえると、４つの地域の個性が大きく異なるた

め、そのまちづくりのアプローチも異なること、また、抱える課題の解決においては、多くの方々の

理解や協力が必要であり、そのためには、一定の時間をかけながら、活動を継続させることが重要で

あることなどが議論されてきました。 

これらを踏まえ、地域・生活レベルのまちづくりスタンスを以下の通りとします。 

 

▼地域・生活レベルのまちづくりスタンス 

①４つの個性を継承する地域づくり 

人口減少・少子高齢化に対応したまちづくりを進めるためには、市全体を俯瞰した施策だけで

なく、江戸崎、新利根、桜川、東の各地域が有する地域資源や課題について、地域に暮らす市民

が共有し、その解決に取り組むことが必要です。 

そのため、江戸崎、新利根、桜川、東のそれぞれが有する個性（地域資源）を高めることによ

り、地域への愛着の醸成やコミュニティの活性化を促進し、未来に向けて継承する地域づくりを

進めます。 

 

 

 

②市民のいきいきとした活動から交流を育む地域づくり 

人口減少・少子高齢化による身近な地域コミュニティへの影響をみると、コミュニティへの参

加機会の減少や活動の停滞など、将来に向けた不安や課題が多くなっています。 

そのため、身近な地域・生活圏を単位として地域づくりを考え、コミュニティに参加する機会

を創出することにより、市民のいきいきとした活動づくりに取り組みます。 

また、これらの活動を内外に積極的に発信することにより、市内における地域の単位を超えた

交流市外からの来訪者等との交流を育むまちづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■江戸崎地区：多様で新しい価値を受け入れ、時代に対応した暮らしの場を創出する地域 

■新利根地区：利便施設がコンパクトに集積し、全ての世代が暮らしやすい地域 

■桜川地区  ：自然環境や地域文化が保全され、交流の舞台となる地域 

■東地区    ：地域の農業と共生しながら、市民主体のコミュニティの形成を目指す地域 

 

４つの個性を継承 

市内の地域間の交流 

市民の活動 

江戸崎 新利根 桜川 東 

市外からの来訪者 
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４．事業イメージ 

 

-  事業イメージ（ワークショップでの意見等） 備考 

     

拠
点
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

住
環
境 

 

 

 

❶公有地を活用した魅力ある多様な住宅建設 
⇒民間活力の導入等も視野に、周辺環境整備、デザイン・住宅グレード検討、

付加価値（レンタサイクル、カーシェア、地域交流）の創出など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❷空き家バンク等の制度強化による多様な住宅供給 
⇒制度の周知徹底、相談窓口の設置、空き地バンクの創設、課題解決の支

援、おしゃれ改修プロモーション（動画配信）など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❸生活エリアでの生活環境や景観等の維持 
⇒太陽光パネル等の設置誘導・規制、集落や街並みの維持・改善、道路等の

維持管理など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❹身近な生活エリアの中の散策環境の整備・グレードアップ化 
⇒潤いある生活環境の中での健康づくり、リバーサイド公園、カエルの楽園、前川

散策路の魅力向上など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

安
全
安
心 

 

 

 

❺デジタル化による生活インフラ・生活の利便性の確保 
⇒５G の基盤整備促進等による交通（自動運転）やドローン（宅配サービス）など

のモビリティ改革、コンビニやレストランの無人化による機能維持 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

❻地域医療環境の強化（小児科や産婦人科の開設など） 
⇒利用していない公有地の活用、遠隔医療環境の検討・導入など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❼高齢ドライバーの安全運転の促進 
⇒安全運転支援装置（ペダル踏み間違いによる急発進抑制装置等）の購入・設

置補助、フィジカル検査等の支援など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

公
共
交
通 

 

 

 

❽圏央道ＩＣ及びＰＡを生かした広域交通ネットワークの形成 
⇒江戸崎ＰＡにつくば市、成田市などへの高速バスの停留所設置、圏央道を生
かした東京方面への高速バス運行など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❾市内拠点及び近隣市町村拠点を結ぶ公共交通ネットワークの形成 
⇒既存公民館などを起終点とした市内外の拠点を結ぶ公共交通ネットワークの

形成など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❿地域内の拠点までの“日常的な足”としてのアクセス確保 
⇒スクールバスの日中利用、自動運転バスの地区内移動、MaaS等の導入、地

域内幹線道路の環境整備など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

    

新
た
な
活
力
づ
く
り 

産
業
維
持 

 

 

 

❶稲敷市版ハローワークの開設 
⇒きめ細かく対応できる窓口設置、雇用と求人のマッチング、企業の合同就職説

明会の開催など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❷多様な創業・起業の支援 
⇒既存の創業支援の多様化、新たな農業へのチャレンジ支援、各種相談窓口の

設置など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❸市内特産物の再評価と農業の六次産業化・イノベーション 
⇒市内産品情報の発信力の強化、稲敷らしい農業の六次産業化・イノベーショ

ンなど 

ＷＳ その他 

広域 地域 

企
業
連
携 

 

 

 

❹多様なまちづくり団体等（NPO等）の支援 

⇒申請窓口の権限移譲（県→市）、まちづくり団体を育成し市から事業委託など 

ＷＳ その他 

広域 地域 



18 

 
ＷＳ：ワークショップの意見、その他：行政ニーズ等のワークショップ以外の意見 

広域：広域・骨格レベルの取組、地域：地域・生活レベルの取組 
 

-  事業イメージ（ワークショップでの意見等） 備考 

    

（

つ
づ
き

）
新
た
な
活
力
づ
く
り 

（
つ
づ
き
）企
業
連
携 

 

 

 

❺市内ゴルフ場等と産業活性化やまちづくりの包括連携 
⇒ゴルフ産業の活性化支援、ゴルフ客の地域交流創出、学校教育等での連

携、レストラン利用など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❻市内企業・団体と SDGs（持続可能な開発目標）等での連携 
⇒企業、工業団地、NPO団体等との包括的、開発目標別等の連携による

SDGs 推進など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

新
た
な
産
業 

 

 

 

❼ゼロカーボン等をはじめとする環境分野の取組の促進 
⇒太陽光パネル設置補助、マイクログリッドの構築、ゴミ減量化、分かりやすいゴ

ミ出しルールなど 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❽交流人口・関係人口の創出・拡大による地域活力の維持 
⇒和田公園を拠点としたサイクリングやバーベキュー、ボートや舟運レジャーなどを

通じた魅力発信など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❾サイクリング人気を活用した交流人口・関係人口の創出・拡大 
⇒民間企業とのタイアップ等も視野に、地元でのサイクリング浸透、和田公園の

利活用、サイクリングコースの市内展開による更なる拡大など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

      

地
域
の
仲
間
づ
く
り 

文
化
継
承
・地
域
活
動 

 

 
❶伝統・まつり等の地域活動の保存・継承による地域コミュニティの確保 
⇒行事継承のための支援、周辺地域等からの参画の検討など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 
❷地域コミュニティ形成のための新たなイベントや取組の検討・創出 
⇒地域での協議、地域での企画運営、地区運動会や遊山講の復活など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❸地域で楽しむ大人の居場所づくり・集いの場づくり 
⇒活動団体・グループの人材育成・設立・活動支援、利用しやすい公民館づく

りなど 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 
❹身近な公共空間・公共施設の維持管理への住民参画 
⇒市民ボランティアによる簡易な道路補修等、公共施設管理への市民参画促

進など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

地
域
資
源
・ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ 

 

 

 

❺様々な地域活動を促進するための地域資源の発掘 
⇒大規模フォトコンテストの開催・継続（毎年開催、市内外のプロ・アマ参加、賞

金あり）、入賞写真でカレンダーづくりなど 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❻特有の水辺環境を生かした地域のアイデンティティの形成 
⇒新利根川桜づつみの環境整備（トイレ設置）と活用、妙岐ノ鼻の保全とツーリ

ズムの展開など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 
❼市内農産品の地産地消及び食育の推進 
 ⇒給食に地元農産品を積極的に活用、有名シェフ監修によるメニュー開発など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❽「稲敷いなのすけ」のグレードアップと更なる活用 
⇒活動再開・強化に当たって、市民参画により「いなのすけの家族」づくり等の検

討など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

 

 

 

❾「茨城ゴールデンゴールズ」との地域支援・連携強化 
⇒全国区の知名度を生かす新たな連携方策を模索など 

ＷＳ その他 

広域 地域 

備考欄中 
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第４編 持続可能な地域づくりプランの具現化 

 

１．３つの基本方針の方向性 

持続可能な地域づくりを実現するためには、市民、企業等、行政が、それぞれの得意な分野を生かし、

お互いの弱い部分を補い合いながら、取り組んでいかなければなりません。 

また近年では、企業等の多様化が進んでおり、経済活動を行っている企業から、ＮＰＯ法人（非営利

団体）のような市民と企業の中間的なセクターの組織もあります。 

ここでは、３つの基本方針の取組イメージとともに、主体となるべき市民、企業等、行政それぞれの

役割イメージを示します。 

 

▼３つの基本方針を具現化するための方向性 

基本方針 取組イメージ 役割イメージ 

拠点・ネット

ワークづくり 

○拠点・ネットワークづくりについては、

行政（市）が主体となる部分が多い分野

です。 

○まずは、ワークショップを踏まえ、総合

計画、都市計画マスタープラン、地域公

共交通計画等に反映します。 

○また、各拠点の形態を鑑み、庁内連携だ

けでなく、国や県、企業等との調整・連

携を図ります。 

 

新たな 

活力づくり 

○新たな活力づくりにおいては、経済活動

等が中心となるため、市民や企業等が主

体となる部分が多い分野です。 

○そのため、行政（市）においては、市民

や企業等の経済活動等を行う機会と場所

づくりを支援することが柱となります。 

○また、ワークショップでもありましたが

多様化する新たな経済活動に対応した地

域となっていくことが大切です。 

 

地域の 

仲間づくり 

○地域の仲間づくりは、地域の担い手を育

成する取組が中心になるため、市民、企

業等、行政が連携すべき分野です。 

○まずは、お互いの考え方をはじめ、活動

や取組などをお互いに理解することが大

切です（情報の共有化）。 

○そのため、行政・市民・企業等からの情

報発信力の強化とともに、お互いに話し

合える交流の場づくりが必要です。 

 

 

市民 行政 企業等 

市民 

行政 

企業等 

市民 

行政 

企業等 



20 

２．拠点・ネットワークづくりの具現化案 

ワークショップ等で出された事業イメージのうち、拠点・ネットワークづくりの「住環境」、「安心

安全」、「公共交通」それぞれの分野について、具体的な取組案を明確にし、その具現化を促進します。 

 

▼「住環境」における具体化方策 （●：着手済み or R５実施予定、◎：更なる強化、○：新規取組を検討） 

事業イメージ 
具体的な取組案 

短期的なもの（R5～） 中長期的なもの（R7～） 

❶公有地を活用した魅力ある
多様な住宅建設 

●公有地を活用した子育て支援

住宅の整備 

●民間アイデアによる公有地利

活用の調査検討（サウンディ

ング等の実施） 

●公有地を住宅地（子育て世帯

向けなど）として分譲 

◎都市計画マスタープランの見

直し 

●地区計画の作成（線引き地域

のみ） 

 

❷空き家バンク等の制度強化
による多様な住宅供給 

●市内の空き家の実態把握 

◎空き家バンク制度等のＰＲ・

周知 

○空き家バンク運営の課題整理

（関係各課での協議） 

○相談窓口の設置（必要性検証

の上、関係各課で協議） 

○課題解決のための支援制度等

の創設 

❸生活エリアでの生活環境や
景観等の維持 

●過疎対策事業債等を活用した

道路補修 

○太陽光パネル設置の誘導規制 

○市民の景観意識の向上を図っ

た取組 

○景観計画、景観条例等の策定 

❹身近な生活エリアの中の散
策環境の整備・グレードアッ
プ化 

○公園緑地の在り方について話

し合いの場の創出（行政、市

民、企業等での情報共有化） 

○過疎対策事業債等を活用した

公園や散策路の管理レベルの

グレードアップ 

○公園等の維持・運営管理の見

直し（指定管理者制度等の導

入） 

 

▼「安全安心」における具体化方策（●：着手済み or R５実施予定、◎：更なる強化、○：新規取組を検討） 

事業イメージ 
具体的な取組案 

短期的なもの（R5～） 中長期的なもの（R7～） 

❺デジタル化による生活インフ

ラ・生活の利便性の確保 

○（仮称）稲敷市地域ＤＸ推進

計画の策定（意識調査、ワー

クショップ、専門家の参画な

どにより） 

○具体的な地域ＤＸ事業の実施 
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❻地域医療環境の強化 

◎既存病院等へ診療科目（小児

科・産婦人科）の増設相談 

○医療機関への市民ニーズ把握 

○市の医師会等との遠隔医療等

の協議 

❼高齢ドライバーの安全運転

の促進 

○先進事例の調査・検証（関係

各課での協議） 

○高齢者ドライバーについて警

察署との協議 

○支援制度の導入（ペダル踏み

間違い装置導入、フィジカル

検査など） 

 

▼「公共交通」における具体化方策（●：着手済み or R５実施予定、◎：更なる強化、○：新規取組を検討） 

事業イメージ 
具体的な取組案 

短期的なもの（R5～） 中長期的なもの（R7～） 

❽圏央道ＩＣ及びＰＡを生かした

広域交通ネットワークの形成 

○既存の利用可能な高速バスの

状況把握（東関道延伸による

影響など含め調査） 

○ターミナルを見据えた稲敷Ｉ

Ｃ及び江戸崎ＰＡにおける基

本構想の策定（地権者等意向

調査を含む） 

◎都市計画マスタープランの見

直し‹再掲› 

◎地域公共交通計画の見直し 

○稲敷の玄関口としての稲敷Ｉ

Ｃ周辺の面的整備 

○江戸崎ＰＡへのスマートＩＣ

の設置等も見据えた面的整備 

❾市内拠点及び近隣市町村

拠点を結ぶ公共交通ネット

ワークの形成 

○交通等の拠点形成の検討（商

業施設等との包括連携協定に

よるハブ化、拠点の複合化な

ど） 

◎都市計画マスタープランの見

直し‹再掲› 

◎地域公共交通計画の見直し‹

再掲› 

○桜川公民館周辺エリアの機能

強化（霞ケ浦の観光・交流の

拠点機能の強化など） 

❿地域内の拠点までの“日常

的な足”としてのアクセス確保 

○公共交通の在り方の話し合い

の場の創出（行政、市民、企業

等での情報共有化） 

○（仮称）稲敷市地域ＤＸ推進計

画の策定（意識調査、ワークシ

ョップ、専門家の参画などに

より）‹再掲› 

◎都市計画マスタープランの見

直し‹再掲› 

◎地域公共交通計画の見直し‹

再掲› 

○新たな交通モード等の社会実

験の実施等 

○特区制度などを活用した交通

空白地域における代替手段の

確保（白タク制度など） 
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３．新たな活力づくりの具現化案 

ワークショップ等で出された事業イメージのうち、新たな活力づくりの「産業維持」、「企業連携」、

「新たな産業」それぞれの分野について、具体的な取組案を明確にし、その具現化を促進します。 

 

▼「産業維持」における具体化方策（●：着手済み or R５実施予定、◎：更なる強化、○：新規取組を検討） 

事業イメージ 
具体的な取組案 

短期的なもの（R5～） 中長期的なもの（R7～） 

❶稲敷市版ハローワークの開

設 

◎既存の就業情報発信の検証・

見直し 

◎ハローワーク等との協議によ

る更なる情報発信の検討 

○就職相談窓口の設置（ハロー

ワーク等との役割分担等を踏

まえて検討） 

○市内企業と連携した合同就職

説明会の開催 

❷多様な創業・起業の支援 

●女性活躍のためのスキルアッ

プ助成（資格取得助成など） 

●既存の創業支援制度の検証・

見直し 

◎既存の就農支援制度の検証・

見直し 

◎スマート農業推進補助の強化 

○農地・都市計画等の規制緩和

（特区）など 

○事業継承型移住支援などの実

施 

❸市内特産物の再評価と農

業の六次産業化・イノベーシ

ョン 

○農産品販売や情報発信の在り

方の話し合いの場の創出（行

政、市民、企業等での情報共

有） 

○農産物のＰＲなど積極的なテ

レビ番組等の誘致 

○農産物のネット販売等の協議

（現在の参加者や市などでの

検討） 

 

▼「企業連携」における具体化方策（●：着手済み or R５実施予定、◎：更なる強化、○：新規取組を検討） 

事業イメージ 
具体的な取組案 

短期的なもの（R5～） 中長期的なもの（R7～） 

❹多様なまちづくり団体等

（NPO等）の支援 

○ＮＰＯ法人等の設立状況の把

握（庁内の情報共有） 

○ＮＰＯ法人の申請窓口の権限

移譲の判断 

○ＮＰＯ法人等への事業委託 

○ＮＰＯ法人の申請窓口の権限

移譲（長期的には権限委譲さ

れる） 

❺市内ゴルフ場等と産業活性

化やまちづくりの包括連携 

●商業施設等との包括連携協定

による生活利便施設の拠点

化・複合化など 

○（仮称）稲敷市ゴルフ場協会

の設立相談 

○市内のゴルフ場とのまちづく

り包括連携協定の締結 

○ゴルフ場利用税を活用したゴ

ルフ産業の振興策などの協議

（（仮称）稲敷市ゴルフ場協会

等の協定締結団体） 

○ゴルフ場と連携したイベント

の開催 

○ゴルフ場へふるさと納税自動

販売機の設置などの検討 
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❻市内企業・団体と SDGs（持

続可能な開発目標）等での

連携 

●団体や企業等へのＳＤＧｓ研

修講師の派遣制度の設立 

●成田空港との連携による教育

プログラムの検討（子ども向

け航空業界学習など） 

○ＳＤＧｓに係る話し合いの場

の創出（行政、市民、企業等で

の情報共有化） 

○ＳＤＧｓに取り組む企業等へ

支援（市内企業等での取組状

況に合わせて導入するなど） 

○行政と民間企業の人事交流の

拡大 

 

▼「新たな産業」における具体化方策（●：着手済み or R５実施予定、◎：更なる強化、○：新規取組を検討） 

事業イメージ 
具体的な取組案 

短期的なもの（R5～） 中長期的なもの（R7～） 

❼ゼロカーボン等をはじめとする

環境分野の取組の促進 

●地域電力会社の設立 

◎太陽光パネル設置補助の検討 

◎ゴミ出しルールや野焼き等の

市民が身近な取組の周知・Ｐ

Ｒの強化 

○リサイクル系ゴミの処理にあ

たっての在り方の協議（稲敷

市、美浦村、江戸崎地方衛生

土木組合） 

○ＥＶ車購入補助制度の創設 

○マイクログリット等の再生エ

ネルギー実現に向けた協議 

○ごみの減量化等に係る話し合

いの場の創出（稲敷市・美浦

村・江戸崎地方衛生土木組合

等の行政、市民、企業等での

情報共有化） 

○江戸崎地方衛生土木組合のリ

サイクル施設と連動したリサ

イクル系ごみ処理ルールの導

入（稲敷市、美浦村、江戸崎地

方衛生土木組合） 

○ゴミ袋デザインコンテスト等

住民意識の向上策実施 

❽交流人口・関係人口の創

出・拡大による地域活力の

維持 

○霞ケ浦等のフォトコンテスト

の開催 

○霞ケ浦を活用した観光交流に

係る話し合いの場の創出（行

政、市民、企業等での情報共

有化） 

◎庁内の情報発信体制の強化 

○市民や企業等の参画による情

報発信の仕組みづくり 

○妙岐ノ鼻の環境的価値の明確

化とその活用（ラムサール条

約等への登録など） 

❾サイクリング人気を活用した

交流人口・関係人口の創

出・拡大 

●過疎対策事業債等を活用した

和田公園周辺の整備‹再掲› 

◎小中学校や初心者向けのサイ

クリングイベントの実施 

○サイクリングやその拠点に係

る話し合いの場の創出（行政、

市民、企業等での情報共有化、

市内のサイクリング活動の活

性化など） 

○公園等の維持・運営管理の見

直し（指定管理者制度等の導

入）‹再掲› 

○霞ケ浦沿岸自治体との広域連

携（連携協定締結、連携イベ

ントの実施など） 

○サイクルステーションの整備

促進（公設、民間支援等の検

討など） 
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４．地域の仲間づくりの具現化案 

ワークショップ等で出された事業イメージのうち、地域の仲間づくりの「文化継承・地域活動」、「地

域資源・アイデンティティ」それぞれの分野について、具体的な取組案を明確にし、その具現化を促

進します。 

 

▼「文化継承・地域活動」における具体化方策 

（●：着手済み or R５実施予定、◎：更なる強化、○：新規取組を検討） 

事業イメージ 
具体的な取組案 

短期的なもの（R5～） 中長期的なもの（R7～） 

❶伝統・まつり等の地域活動の

保存・継承による地域コミュ

ニティの確保 

●既存の伝統・まつり等の保存・

継承の協力・支援（団体等へ

の補助金交付） 

○伝統・まつり等の保存・継承・

創出に係る話し合いの場の創

出（行政、団体、市民、企業等

での情報共有化） 

○既存の伝統・まつり等の保存・

継承・創出の協力・支援の在

り方の協議（行政・団体・市

民・企業等が連携した新たな

支援方策など） 

○地域活動への活動経費の補助

（地域マネー等の活用など） 

❷地域コミュニティ形成のための

新たなイベントや取組の検

討・創出 

○伝統・まつり等の保存・継承・

創出に係る話し合いの場の創

出（行政、団体、市民、企業等

での情報共有化）‹再掲› 

○既存の伝統・まつり等の保存・

継承・創出の協力・支援の在

り方の協議（行政・団体・市

民・企業等が連携した新たな

支援方策など）‹再掲› 

○地域リーダーの育成プログラ

ムの作成と参加促進 

○地域活動への活動経費の補助

（地域マネー等の活用など） 

‹再掲› 

❸地域で楽しむ大人の居場所

づくり・集いの場づくり 

○伝統・まつり等の保存・継承・

創出に係る話し合いの場の創

出（行政、団体、市民、企業等

での情報共有化）‹再掲› 

○公民館の使用許可ルールの柔

軟化・市民開放の促進 

○地域リーダーの育成プログラ

ムの作成と参加促進‹再掲› 

○ボランティア活動に対する支

援（地域マネー等の活用など） 

❹身近な公共空間・公共施設

の維持管理への住民参画 

●公共施設運営コストの精査

（公共施設・インフラの整理） 

●公共施設運営コスト及び施設

の再編などの検討会設置 

○公共施設運営コスト及び施設

再編に係る話し合いの場の創

出（行政、市民、企業等での情

報共有化） 

○ボランティア活動に対する支

援（地域マネー等の活用など）

‹再掲› 
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▼「地域資源・アイデンティティ」における具体化方策 

（●：着手済み or R５実施予定、◎：更なる強化、○：新規取組を検討） 

事業イメージ 
具体的な取組案 

短期的なもの（R5～） 中長期的なもの（R7～） 

❺様々な地域活動を促進する

ための地域資源の発掘 

○霞ケ浦等のフォトコンテスト

の開催‹再掲› 

◎小中学校や初心者向けのサイ

クリングイベントの実施‹再

掲› 

○地域資源の発掘に係る話し合

いの場の創出（行政、団体、市

民、企業等での情報共有化）  

○市域おこし協力隊及びそのＯ

Ｂによる地域再発見ツアーの

開催 

○シティプロモーションへの市

民参画・民間活用 

◎農業体験や空き家リノベーシ

ョンなど市内外での交流機会

の創出 

❻特有の水辺環境を生かした

地域のアイデンティティの形成 

●新利根川桜づつみライトアッ

プ事業の実施（市） 

○新利根川桜づつみ活用事業の

実施（東部会など） 

○妙岐ノ鼻の環境的価値の評価

の調査（水資源開発機構、日

本野鳥の会など） 

○妙岐ノ鼻の環境的価値の明確

化とその活用（ラムサール条

約等への登録など）‹再掲› 

○妙岐ノ鼻の環境的価値の明確

化とその活用（桜川公民館等

を拠点としたツーリズムの創

出など） 

❼市内農産品の地産地消及

び食育の推進 

 

●学校給食における食育の推進

（栄養学的な側面で実施済

み、米飯は市内米を使用など） 

○学校給食センターのリニュー

アルに合わせた新たな地産地

消等の導入（目指せ“日本一

給食がおいしいまち！”など） 

❽「稲敷いなのすけ」のグレード

アップと更なる利活用 

 ○ウイズコロナ・アフターコロ

ナにおける「いなのすけ」の

活動の見直し 

◎庁内の情報発信体制の強化 

 ○活動リニューアルに合わせた

「いなのすけの家族」誕生な

どの取組（公募による家族誕

生など） 

❾「茨城ゴールデンゴールズ」と

の地域支援・連携強化 

○ＧＧ及びＧＧ後援会等との協

議 

○ウイズコロナ・アフターコロ

ナにおけるＧＧ選手との交流

活動の見直し 

○公園等の維持・運営管理の見直

し（指定管理者制度等の導入）

‹再掲› 

○茨城ＧＧジュニアチームの設

立などを含めた全体協議（市

内のクラブチームの在り方検

討など） 
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５．持続可能な地域づくりの推進にあたって 

持続可能な地域づくりプラン策定にあたっては、“これまでのまちづくりの抜本的な見直しを行

う”を旗印に、有識者だけでなく、市民の方々の感覚や目線に重点をおいて作業を行いました。 

そして、ワークショップで提案された意見やアイデアに基づき、事業イメージを作成するととも

に、その具体的な取組となる具現化方策を整理することで、庁内の関係各課が取り組みやすいよう

に整理しています。 

しかしながら、これらの具体的な取組案については、そのほとんどの主体が行政（市）となって

おり、市民の方々や企業等が参加し、それぞれの役割を認識しながら、取り組んでいくための方策

が必要です。 

そこで、以下の取組を中心に据えながら、これまで示してきた具体的な取組案を推進すること

で、『稲敷=ツナガル=まちづくり』の実現化を図っていくこととします。 

 

 

① 地域づくりシンポジウムの開催を中心に据えた推進 

持続可能な地域づくりプランは、“稲敷=ツナガル=まちづくり”をテーマに、『協働のまちづく

り』を進めていこうとするもので、市民、企業等、行政が様々な分野で連携・協力することを重

視します。 

現在の稲敷市では、協働による取組が進んでいる分野もありますが、まちづくり全体が協働を

基本としたものとはなっておらず、今後は、市民、企業等、行政がお互いの状況を理解しながら

尊重し合い、それぞれの役割分担の中で、それぞれが得意な分野においては積極的に取り組み、

また、得意でない分野においては補い合うようなパートナーシップの醸成が必要となります。 

したがって、持続可能な地域づくりの推進にあたっては、市全体で市民、企業等、行政の情報

共有化が図られ、それをもとに話し合いができる一つの手段として「地域づくりシンポジウムの

開催」を中心に据えて、様々な具体的な取組を進めていくこととします。 

 

② 市民参画の場の設置とまちづくり団体との連携による推進 

第５回ワークショップ終了後、参加者から今後も地域づくりなどの情報共有の場、議論の場、

交流の場を続けたいという声掛けがあり、定期的な会合として“（仮称）イナシキシミンカイギ”

を設置したいという提案がありました。 

さらに、一部の参加者においては、今回のワークショップ等を契機に、まちづくりのための団

体設立を検討しているという情報提供もありました。 

（仮称）イナシキシミンカイギは、これまで５回にわたって行われたワークショップのつなが

りを今後も続け、各地域の地域づくりの情報交換や新たな取組の作戦会議など、市民主体の交流

の場を設けるとともに、地域の写真投稿など、一人でも参加できるまちづくりサイトの開設を行

おうとするものです。 

また、まちづくりのために設立予定の団体においては、「自分たちのまちづくりを行政だけに頼

っていてはいけない、行政が苦手な領域のまちづくり活動を自分たちが担っていく」という信念

のもとで設立するというものです。 

したがって、持続可能な地域づくりの推進にあたっては、これらのコミュニティや団体の存在 

（つづく） 
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（つづき） 

は、市民参画を促進するための大きな原動力となると考えられますので、「市民参画の場の設置

とまちづくり団体との連携」を中心に据えて、これらの支援に努めていくこととします。 

 

③その他の取組による推進 

“稲敷=ツナガル=まちづくり”を推進するためには、上記以外でも、今回の地域づくりのキャ

ッチフレーズを、行政だけでなく、広く市民や企業等にも知ってもらうために今回のキャッチフ

レーズをロゴデザイン化、公共用地の利活用において民間企業等の提案を広く公募するサウンデ

ィング調査の実施など、行政だけでなく、広く市民や企業等と、稲敷市の地域づくりについて、

情報を共有化すること、話し合うこと・提案等を貰うこと、連携・協力して取り組むこと、得意

なことは頑張り、不得意なことは任せる役割分担など、これらの化学変化の中で、持続可能な地

域づくりを進めていくことが、今回のキャッチフレーズとして掲げる“稲敷=ツナガル=まちづく

り”の具現化であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【その他の取組（案）】 

■キャッチフレーズの公募によるロゴデザイン化 

■市内企業等とのまちづくり協定による連携・協力 

■公有地利活用の民間提案募集（サウンディング調査など） 

■その他 
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資料編Ⅰ 参加者名簿 

 

１． 持続可能な地域づくりプラン策定委員会 

職名 氏 名 等 

委員長 学識経験者 大 澤  義 明 

副委員長 副市長 塩 畑  実 

委 員 

市民の代表 

成 毛  美 和 

山 本  陽 子 

太 田  陽 都 

山 﨑  直 子 

学識経験者 
鮏 川  矩 義 

村 松  清 美 

行政経営部長 水 飼  崇 

危機管理監 岡 沢  充 夫 

地域振興部長 根 本  和 伸 

市民生活部長 坂 本  文 夫 

保健福祉部長 大 塚  眞 理 子 

土木管理部長 椎 野  茂 夫 

教育部長 松 田  治 久 

オブザーバー 
市長 筧  信 太 郎 

市議会議長 篠 田  純 一 
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２． いなしきを未来につなぐ地域づくりワークショップ 

部 会 氏 名 備 考 

江戸崎部会 

成 毛  美 和 代 表 

森 永  宏 幸  

田 村  千 鶴  

高 木  克 典  

佐 藤  李 香  

土 井 畑 幸 一 郎 地域おこし協力隊 

南 口  一 朗 地域おこし協力隊 

新利根部会 

山 本  陽 子 代 表 

友 田  穣 太 郎  

助 川  功 将  

北 川  祐 介  

瀬 谷  勇 地域おこし協力隊 

丸 田  聡 太 郎 地域おこし協力隊 

桜川部会 

太 田  陽 都 代 表 

宮 本  健 一  

水 飼  和 典  

井 川  一 幸  

浅 野  奈 々  

高 須  晃 次 郎  

山 本  藤 子 地域おこし協力隊 

谷 野  正 朝 地域おこし協力隊 

東部会 

山 﨑  直 子 代 表 

松 葉  宏  

上 野  裕  

松 田  行 弘  

今 泉  祐 貴  

黒 田  未 宇  

伊 藤  歩 地域おこし協力隊 

 

特 別 協 力 

【筑波大学】一井 直人・川辺 怜・阿部 くらん・菅俣 直也・新見 隆行 

 佐藤 佳乃・柴田 葵 
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資料編Ⅱ 市民参画による活動の記録 

 

１．主な市民活動 

月日 

内容 

地域づくり 

ワークショップ 

プラン 

策定委員会 
自主的活動 

５月 ２日 第１回   

１１日   東部会＋事務局＠上野牧場 

１６日  第１回  

１９日   新利根部会＋事務局＠旧根本小学校 

６月 ２日 第２回   

７日   東部会＠松屋ボート 

２２日   東部会＠タクネス稲敷 

７月 ４日 第３回  
桜川部会水飼氏による意見発表＠ワークシ

ョップ 

１５日  第２回  

１６日   有志視察＠福島県喜多方酒蔵オペラ 

８月 ９日   東部会＋事務局＠haneyasume※ 

９月２２日 第４回   

１０月 ２日   事務局＠桜川公民館運営企画委員会 

１２日   東部会＋事務局＠haneyasume 

１１月 ３日   有志視察＠世田谷区羽根木プレーパーク 

 ６日   有志視察＠桜川公民館文化祭 

２５日 第５回   

２９日   東部会＠haneyasume 

１２月１０日   有志視察＠さわかみオペラ in徳島 

１４日  第３回  

※haneyasume・・・稲敷市上須田地区にある市が管理する「移住促進用お試し住宅」。 
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２．第３回ワークショップ 桜川部会 水飼氏による発表資料 
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３．新利根部会による旧根本小学校現状視察 
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４．東部会による喜多方市酒蔵オペラ視察報告
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５．東部会による定期ミーティング活動報告 
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６．各部会有志による羽根木プレーパーク視察報告 
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資料編Ⅲ 稲敷市の特性と人口推移 

 

１．位置と地勢 

稲敷市は、茨城県の南部、都心より 60km圏に位置しています。令和 2年 10月 1日時点の人口は、

39,039人となっています。 

市域は、稲敷台地と広大な水田地帯からなり、霞ヶ浦、利根川、新利根川、小野川などの水辺環

境に恵まれています。また、令和元年の平均気温は 15.0 度、日照時間は 1986.5h、年間降水量は

1485.5mmと温暖な気候を示しています。 

本市は、米やレンコン等の農業生産も盛んとなっている。一方で、首都圏中央連絡自動車道によ

り、国際的な研究学園都市「つくば」、世界への玄関口「成田」等、地域の中核となる都市への利便

性も高くなっていますが、平成 17 年の合併後の 15 年間で、約 11,000 人の人口減少がみられてお

り、令和定住人口の増加、雇用機会の確保等の施策が必要となっています。 

 

図－稲敷市の位置 
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２．合併の経緯と地区特性 

 稲敷市は、いわゆる平成の大合併により、平成 17年３月 22日に、江戸崎町、新利根町、桜川村、

東町の３町１村の合併により誕生しました。これらの町村についてさらに遡ると、昭和 29 年から

30年にかけての合併により誕生しており、現在の市域は１町 14村によって形成されています。 

 

図－合併の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－稲敷市行政区分図 
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稲敷市を構成する、江戸崎地区、新利根地区、桜川地区、東地区は、以下のような特性を有してい

ます。 

また、稲敷市周辺には、土浦市、牛久市、龍ケ崎市、香取市等が位置し、各地区はこれらの都市と

密接な生活圏域を形成しており、稲敷市の中心となる地区が形成されていない状況となっています。 

 

江戸崎地区 

〇稲敷郡の中心であり、商業、行政機能等の機能が集積していますが、商業機

能については、県道江戸崎新利根線バイパス沿道に移行しています。 

〇バブル期には、首都圏への通勤圏として宅地分譲が行われました。 

〇稲敷市庁舎や圏央道稲敷ＩＣが位置しており、稲敷市の玄関口としての機能

を有しています。 

〇日常生活の面では、土浦市や牛久市との関係が強くなっています。 

新利根地区 

〇国道 408 号が通過しており、つくば市と成田市を結ぶ地域として、沿道への

商業施設の集積が進んでいます。 

〇地区南部は水田地帯となっており、東地区とともに、本市の農業を支える中

心的な地域となっています。 

〇日常生活の面では、龍ケ崎市との関係が強くなっています。 

桜川地区 

〇霞ケ浦に面し、本市の中でも都市的影響が少ない地域であり、かつて島であ

った浮島地区、阿波地区の大杉神社等、固有の地域資源を有しています。 

〇地区内にはゴルフ場が５か所開設されている他、和田公園といった観光資源

を有しています。 

〇日常生活の面では、他の３地区と比べ周辺の都市に依存する傾向は少なくな

っています。 

東地区 

〇地区東部を中心として水田地帯となっており、本市の農業の中心となる地域

となっています。 

〇地区東部の国道 51号沿道には、大規模な商業施設が立地しています。 

〇台地上の古くからの集落のほか、開拓によって形成された集落も多くみられ

ます。 

〇日常生活の面では、香取市との関係が強くなっています。 
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３．人 口 

（１）総人口の推移 

   国勢調査による本市の人口をみると、令和２年の総人口は 39,039人で、合併した平成 17年と比

較して 10,650人減少しています。また、この間に少子高齢化も進み、人口に占める若年者比率は、

平成 17 年の 16.0％から令和２年の 11.2％に減少し、高齢者比率は平成 17 年の 23.1％から令和２

年の 36.7％に増加しています。 

 

表－総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）国勢調査 

 

（２）常住人口による人口の変化 

   常住人口による昭和 30年以降の人口をみると、江戸崎地区や新利根地区では、平成２年から７年

のバブル期に急激な人口増加を示していますが、桜川地区、東地区ではこの傾向はみられていませ

ん。また、世帯数については、桜川地区で減少を示しており、本市の中でも人口減少が進んでいる

ことが窺えます。 

   

図－常住人口による人口の変化（江戸崎地区） 
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旧江戸崎町

人口 世帯数

昭和35年

実数 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

45,466 41,418 -8.9% 45,326 9.4% 49,689 9.6% 42,810 -13.8% 39,039 -8.8%

0歳～14歳 14,371 8,223 -42.8% 8,341 1.4% 6,482 -22.3% 4,253 -34.4% 3,393 -20.2%

15歳～64歳 27,804 28,617 2.9% 29,719 3.9% 31,711 6.7% 24,920 -21.4% 21,055 -15.5%

うち15～29歳(a) - 9,366 - 7,418 -20.8% 7,930 6.9% 5,493 -30.7% 4,366 -20.5%

3,291 4,578 39.1% 7,258 58.5% 11,496 58.4% 13,552 17.9% 14,329 5.7%

- 22.6% - 16.4% - 16.0% - 12.8% - 11.2% -

7.2% 11.1% - 16.0% - 23.1% - 31.7% - 36.7% -

総数

65歳以上(b)

(a)／総数

若年者比率

(b)／総数

高齢者比率

区分
昭和50年 平成2年 平成17年 平成27年 令和2年
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図－常住人口による人口の変化（新利根地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－常住人口による人口の変化（桜川地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－常住人口による人口の変化（東地区） 
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（２）産業別就業人口の推移 

   産業別就業人口は、人口減少や高齢化に伴い全産業で減少しています。このうち、第３次産業に

ついては、他と比べて減少率が低くなっています。また、第１次産業については、江戸崎地区、新

利根地区では、全産業の中で最も高い減少率となっていますが、桜川地区、東地区では低くなって

います。 

 

表－産業別就業人口（市全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 資料）国勢調査 

 

 

表－産業別就業人口（江戸崎地区）     表－産業別就業人口（新利根地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－産業別就業人口（桜川地区）     表－産業別就業人口（東地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）国勢調査  

  

実数 実数 増減率

人 人 ％

23,824 19,056 -20.0%

第1次産業 人 人 ％

就業人口比率 2,165 1,714 -20.8%

第2次産業 人 人 ％

就業人口比率 8,554 6,248 -27.0%

第3次産業 人 人 ％

就業人口比率 13,105 11,094 -15.3%

総数

区分
平成17年 平成27年

実数 実数 増減率

人 人 ％

3,488 2,815 -19.3%

第1次産業 人 人 ％

就業人口比率 467 390 -16.5%

第2次産業 人 人 ％

就業人口比率 1,229 902 -26.6%

第3次産業 人 人 ％

就業人口比率 1,792 1,523 -15.0%

区分

総数

平成17年 平成27年

実数 実数 増減率

人 人 ％

5,092 3,868 -24.0%

第1次産業 人 人 ％

就業人口比率 364 240 -34.1%

第2次産業 人 人 ％

就業人口比率 2,104 1407 -33.1%

第3次産業 人 人 ％

就業人口比率 2,523 2,221 -12.0%

区分
平成17年 平成27年

総数

実数 実数 増減率

人 人 ％

5,942 4,879 -17.9%

第1次産業 人 人 ％

就業人口比率 709 613 -13.5%

第2次産業 人 人 ％

就業人口比率 1,955 1470 -24.8%

第3次産業 人 人 ％

就業人口比率 3,270 2,796 -14.5%

平成27年

総数

区分
平成17年

実数 実数 増減率

人 人 ％

9,560 7,494 -21.6%

第1次産業 人 人 ％

就業人口比率 625 471 -24.6%

第2次産業 人 人 ％

就業人口比率 3,266 2469 -24.4%

第3次産業 人 人 ％

就業人口比率 5,520 4,554 -17.5%

総数

区分
平成17年 平成27年
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４．上位・関連計画の概要 

 

◆第２次総合計画<土地利用構想>（平成 29年 3月） 

基本理念 一人ひとりが主役のまちづくり 

将 来 像 
みんなが住みたい素敵なまち 

～大好き💛自慢のふるさとプロジェクト～ 

まちづくりの 

基本目標 

①すくすく子育て学びのまちづくり 

②いきいき元気に暮らすまちづくり 

③ゆうゆう安心・安全に暮らすまちづくり 

④わいわい快適に暮らすまちづくり 

⑤がっちり市民と行政が連携するまちづくり 

将来指標 

（2029年度） 
将来人口：約 35,000人、目標人口：約 38,000人 
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◆都市計画マスタープラン（平成 22年 3月） 

将 来 像 
人と自然が共存し、産業と調和した豊かなふるさと 

～みんなが住みたい素敵なまち～ 
 

都市づくりの 

目標 

①美しい田園と都市が共存する都市 

②安全で快適な生活環境の向上に向けて、既存の

集積効果を生かしたクラスター（房状）型都市 

③活力に溢れた産業と交流を育む都市 

④協働による地方自治の時代に対応した戦略的

な都市 

⑤自然環境と共存する地域づくり 
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◆地域公共交通計画（令和 4年 3 月） 

基本理念 人口減少・高齢化が進展する中でもキラッと光る持続可能な交通サービスの提供 

基本方針 

①地域の実情に即した公共交通サービスの実現 

②広域移動の利便性向上 

③交通結節点の利便性向上 

④利用促進による潜在需要の掘り起こし 

⑤将来都市構造を支える事業との連携 

⑥まちづくりとの連携 

⑦地域活性化・福祉事業との連携 

⑧公共交通を活用した貨客混載など 
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◆道路整備マスタープラン（平成 19年 3月） 

基本理念 稲敷市民の誰もが「安心」で、「快適」に「円滑」に移動ができるみちづくり 

基本方針 

安全なみち 

①歩道設置による歩行者と車両の分離 

②車両速度を抑制したコニュニティ道路 

快適なみち 

③維持・管理の行き届いた道路 

④四季の移り変わりを体験できる沿道環境 

円滑なみち 

⑤市内拠点地区への容易な移動 

⑥狭隘・屈折のない道路 

ネットワーク

の基本方向 

①地域の骨格となる道路網 

②主要な拠点や集落における道路網の整備 
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◆公共施設再編方針（平成 27年 3月） 

基本理念 
①負の遺産となりうる公共施設を後世に残さない 

②適正な公共施設の規模や運営に転換していく 

基本方針 

①まちづくりの視点に立った再編方針の推進 

②地域と行政の距離感や連携等を考慮した機能配置の明確化 

③リノベーションによる既存施設の有効活用の推進 
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◆公共施設等総合管理計画（令和 4年 3月改定） 

◆保有施設保全計画（令和 3年 3 月） 

目標設定 
①公共建築物の床面積の総量：３０％削減／30年 

②インフラ施設への投資的経費：３割のコスト縮減 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（保有施設保全計画より） 

 

 

◆学校再編整備計画<小学校の再編のみ>（平成 22年 3月） 

適正規模 ①12～18学級（１学年２～３学級程度） 

適正配置の 

考え方 

①江戸崎地区：既存 5校の再編⇒通区再編 

②他の 3地区：既存 3校を廃止⇒新設統合 

 


